


はじめに

本報告書は､財団法人 港北ニュータウン生活対策協会が下記により委託した調査の

結果をとりまとめたものである｡

○調査名称

括北ニュータウン内民有地の有効活用方策に関する調査

○調査位置付け及び目的

横浜市営地下鉄3号緑も昭和67年には開通する目途がたち､各駅前地区を中心に施

設建設の準備が具体的に検討される必要性が高まっている｡またニュータウン内の民

有換地にわいても､これまでの構想案から具体的な土地利用計画及び施設計画の立案

を始める段階になり､地権者の生活再建対策ともからめて､土地の有効活用万策の検

討は緊急の課題になっていると考えられる｡

民有地の有効活用に関する調査 ･研究はこれまでにもいくつかなされてきているも

のの､それを全体的な流れの中で具体的にどう生かしていくかはこれからの課題であ

り､また､それらの中には､既に時代の変化に対応できなくなっているものもみうけ

ちれる｡

そこで本調査 としては､土地の有効活用に関する一連の調査 ･研究の第一段階とし

て､以下の2つを調査目的とする｡

第 1 土地の有効活用に関する基本的な考え方 と全体の流れを明らかにし､そ

の全体的な骨組の中で､過去における調査 ･研究の成果を整理することに

より､今後必要となる調査 ･研究及び地権者のみなきんの働きかけ等の内

容とタイム ･スケジュールを明確にする｡

第2 今後必要 と考えられる調査 ･研究のうち､初期段階において､土地の有

効活用に関する地権者のみなきんのイメージをふくらませ､また､啓蒙す

るために､当該地区における土地利用の一般的可能性について検討すると

ともに､他地区における有効活用について､事例紹介と合わせてその内容

をより具体的に検討するo

O調査内容 と結果

第 Ⅰ柘 港北ニュータウンの概要

港北ニュータウンの概要を簡単に整理した｡
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第 11編 過去における調査 ･研究成果の整理と今後の課題

Il-1.土地の有効活用に関する基本的考え方の整理

未利用地等のビルドアップという社会的ニーズと土地の有効活用という土地

所有者のニーズに対応して､民有地における土地利用の類型の整理と検討すべ

き土地利用の絞り込みを行なう｡きらにビルドアップを阻害する要因の整理を

行い､次に､従前の土地利用を転換し､新しい土地利用のための段階 ･手順の

整蝶に基づき､この土地利用の流れの中で､個々の地権者の負担を軽減するよ

うなシステムのあり方について検討する｡

これら負担軽減システムについては､既存の制度､手法を活用することによ

り分担し得る部分と､分担し得ない部分とがあり､後者についてはこれらをバ

ックアップする組織または体制を用意することを提案する｡本調査において

は､これら負担軽減システム､すなわち既存の制度､手法やバックアップ体制

の具体的検討は､次期調査にゆだねるものとし今回の調査項目から除外した｡

ⅠⅠ-2.過去における調査 ･研究成果の整理

港北ニュータウンを対象とした過去における調査 ･研究成果 (27報告書)杏

内容に応じて18に分頬整理し､各報告書を利用する立場の違いから r地権者｣

｢公的機関｣ ｢共通｣の3区分に､利用上の評価として､｢参考可｣ ｢利用可｣

の2区分で整埋するとともに､18の調査 ･研究成果を内容に応じてさらに以下

の7区分に分類し､その区分毎に検討する.

A:土地利用意向に関する調査

B:街づくり協定案等に関する資料

C:全体計画 ･地区計画に関する調査

D:農的土地利用等に関する調査

E:商業及びセンター地区等に関する調査

F:アパー ト･マンションの採算性等に関する調査

G:法規制及びその他

ll-3.今後の調査 ･研究課題の整理と作業スケジュール

前の2つの章での整理を跨まえ､土地利用の流れの各段階 ｢全体計画 ･地区

計画｣ ｢土地利用の発意｣ ｢土地利用の確定及びその後の事業化｣別に過去に

おける調査 ･研究成果を概説し､今後必要となる調査 ･研究課題を整理する｡

また､今後検討きれるべき調査 ･研究課題を個々の地権者の土地利用の流れに

沿って､どの段階までに必要となるかを整理した｡

地権者全般に共通した今後の課題を整理したが､これだけでは､個別土地 ･

個別地権者の具体的事業化には十分に対処し得ない部分が残される｡例えば共

同ビル事業化の検討を行う場合には､建築計画の内容､共同ビルのメリット･

デメリット､従後資産の所有形態等の検討､設定賃料の調査及び採算性の検

討､ビル管理形態などの個別の調査が今後の課題としてまたれる0
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第111編 土地利用の一般的可能性 と有効活用事例の検討

Ill-1.土地利用の一般的可能性

ビルドアップの段階的状況に参照になるような､土地区画整理事業施行地区

を5地区選定し､用途別施設数 (大分類)のビル ドアップの状況をみる｡調査

を行なった5団地の住宅系を含む施設の立地状況を分類整理する.また商業系

施設の立地状況は業種別 (細分類)､地区内サービス型､沿道サービス型施設

と詳細に検討する｡港北ニュータウンの特性と比較する上での位置付けを明確

にする｡

以上で検討した住宅系施設､商業系施設の立地状況に基づき､調査5団地の

特性を港北ニュータウンにおける施設立地との関連で整埋する.

調査5回地の特性を踏まえつつ､このようなニュータウン内での一般的に立

地可能な施設内容 とその立地について用途地域別及び立地持性刺 (沿道立地

型､住区内立地型､中心地区立地型)に検討を加える｡

さらに､ニュータウン (団地)全体 としての土地利用の一般的可能性ではな

く､駅前センターなどのセンター地区にわける一般的な土地利用のあり方を､

駅施設をもつものともたないものとの差を明らかにするた糾 こ､駅をもつセン

ター地区の事例と､駅をもたないセンター地区の事例を対象に比較分析し､一

般的可能性を検討する｡

また客観的な検討を加えるため､過去の調査 ･文献の紹介と統計資料に基づ

く整理を参考としながら､湾北ニュータウンにおける土地利用の一般的可能性

をニュータウン全体とセンター地区に分けて検討する｡

その結果､ニュータウン全体における一般的に成立可能な施設数の一応の目安

は得られたが､より具体的に成立可能性を検討する場合､施設の立地条件は､

当該地区の世帯数以外の条件､例えば周辺部の人口 ･世帯数､地坪的条件､地

区の交通上の位置付け､住民意識 ･年齢構成などの複合的な説明要因で考察す

ることが要求される｡

具体的に､生鮮食料品､バン ･菓子等を扱 う施設は､スーパー ･コンビニエ

ンスストアーとの直接的な競合関係にあるため､その立地の設定､品揃え ･品

質による差別化､サービスの充実､建築計画､経営手法を十分に検討する必要

がある厳しい状況下にある駅前及び近隣センター地区にわいては､また､個々

の地権者が持っている経営手法やノウハウでは対抗しえない部分が生じてこよ

っ○

その対抗策 として､全体的には､商店街組合の結束の強化､駅前広場を含め

た導線計画､地権者の土地利用意向調査に基づく業種配置上の調整､駐車場 ･

駐輪場対策への商店街組合としての検討､建築デザインの統一､ストリー トフ

ァニチャー､緑化及びその監理など､地権者の立場に立った綿密な調査及び計

画が必要である｡一方､個別には､客を誘導する様な建築デザインの工夫､客

の誘導を考慮 した配置計画､内部では商品の陳列方法の工夫､照明や色彩の

コーディネー トなど､また共同事業化による経営力の向上など経営手法の検討

が要求きれるといった課題が残される｡
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】11-2.有効活用事例の検討

横浜市地下鉄3号緑も昭和67年には開通する目途がたち､各駅前地区を中心

に施設建設の準備が具体的に検討される必要性が高まっている｡また､ニュー

タウン内の民有換地においても､これまでの構想案から具体的な土地利用計画

及び施設計画の立案を始める段階になり､地権者の生活再建対策 ともからめ

て､土地の有効活用万策の検討は緊急の課題になっていると考えられるO

そこで､区画整理の歴史が古く､市街地の整備に大きく貢献してきた地域で

ある名古屋市及びその周辺地域を対象に､近い将来の港北ニュータウン地区に

探似すると思われる､以下の3つの土地区画整理施行地区を選定し､視察した

結果及びヒアリング､文献を基に検討する｡

1.高蔵寺ニュータウン (公団施行)

l2.名古屋市藤森東部組合施行地区 】

3.名古屋市平針組合施行地区

本調査においては､個々の有効活用事例を検討するまでには至っていない.

今後は､対象とする施設を明確にしながら､より具体的な有効活用の事例を調

査検討する必要があろう｡

○調査期間

昭和61年11月～昭和62年3月

○委託調査機関

財団法人 日本不動産研究所
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港北ニュータウン内民有地の有効活用方策に関する調査
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第 Ⅰ編 港北ニュータウンの概要

港北ニュータウンは､東京都心から南西へ約25km､横浜市の中心部から北北西へ約12km

に位置し､横浜市浦北区と緑区にまたがるO地域の周辺には､東海道新幹線､国鉄横浜

線､東急東横線､田園都市線が走り､第3京浜道路､国道246号緑､東名高速道路が延び

ている｡また､地下鉄3号緑 (現在､横浜～新横浜間が開通)が昭和67年には新横浜～あ

ざみ野まで延伸する予定である｡

｢乱開発の防止｣ ｢都市農業の確立｣ ｢市民参加のまちづくり｣を基本理念に､住宅 ･

都市整備公団施行の土地区画整理事業として､計画的な市街化の実現を目指す一方､都市

農業の確立を目指して計画的に農地を保全し､生産緑地として景観の保存を図る農業専用

地区を計画し､都市と農業との調和がとれた新都市の実現を目指している｡

第 1地区 (548.3ha)と第2地区 (768.6ha)とに分けて､昭和49年に工事着手､昭和58

年に第2地区で第 1次供用開始 (面積約100ha)がなきれ､昭和60年度までの供用開始地

区の合計は第1地区で全体の約7% (約39ha)､第2地区で約39% (約289ha)となって

いる｡

図 Ⅰ-1 繕北ニュータウンの位置



表 I-1 計画面積 と計画人口

地 区 名 事 業 の 種 類 施 行 主 体 計画面積 計画人口

公団施行地区 土地区画整理事業 住宅 .都市整備公団 1.317ha 220,000人

既開発地区 公営住宅建設事業等 市 及 び 民 間 67 80,000農業専用地区 土 地 改 良 事 業 土 地 改 良 組 合 230

その他地区 916

表 Ⅰ-2 土地利用計画 (公団施行地区)

項 目 第 1 地 区 第 2 地 区 合 計
面積(ha) 構成比(%) 面積(ha) 梼成比(%) 面積(ha) 構成比(%)

公 道 路 115.4 21.0 169.5 22.0 284.9 21.6

共 公 園 .緑 地 47.6 8.7 74.2 9.7 121.8 9.3

用也 河 川 .水 路 0.5 0.1 - - 0.5 0.1計 163.5 29.8 243.7 31.7 407.2 31.0

宅也 住 集合住宅 69.4 12.7 94.1 12.2 163.5 12.4

宅 分詣宅地 32.2 5.8 36.0 4.7 68.2 5.2

用地 民 有 地 209.2 38.2 297.2 38.7 506.4 38.4計 310.8 56.7 427.3 55.6 738.1 56.0

施 教育施設 52.0 9.5 56.1 7.3 108.1 8.2

設局地 商業その他施設 22.0 4.0 41.5 5.4 63.5 4.8計 74.0 13.5 97.6 12.7 171,6 13.0

表 Ⅰ-3 人口計画 (公団施行地区)

集合住宅用地 6.600 25.000 9,000 34.200 15,600

分譲宅地用地 1.200 5,200 1.400 5,800 2.600

公益的施設用地 100 500 300 1,100 400

民 有 地 .15.400 61,300 22.100 86,900 37,500
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第 ⅠⅠ編 土 地 弄り用 の - 舟箕白勺可 青巨一性 と

有 効 子吉 用 事 傍Uの 検 討



第Il編 過去における調査 ･研究成果の整理と今後の課題

本章では､まず土地の有効活用に関する基本的な考え方について整理を行い､その

全体的な骨組の中で､過去における調査 ･研究の成果を整理することにより､今後必

要となる調査 ･研究課題及び地権者への働きかけ等の内容とタイム ･スケジュールを

明らかにする｡

ll-1.土地の有効活用に関する基本的考え方の整理

土地区画整理事業施工地区における､未利用地等の大量存在は､宅地供給の

促進､良好な市街地の形成上好ましくない現象を発生させている｡

一方､土地所有者にとっても､後継者問題なども含めた農業経営条件の悪化､

あるいは相続などの税対策､さらには市街化動向への適応として､土地の活用

方策も含めた長期的な生活設計を考える必要性がある｡

そこで本筋では､未利用地等のビルドアップという社会的ニーズと土地の有

効活用という土地所有者のニーズに対応して､民有地における土地利用の類型

の整理と検討すべき土地利用の放り込み及びビルドアップを阻害する要因の整

理をまず行い､次に､従前の土地利用を転換し､新しい土地利用を行うための

段階 ･手順の整理に基づき､この土地利用の流れの中で､個々の地権者の負担

を軽減するようなシステムのあり方について検討を加える｡
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1.土地利用の頬型 と検討すべ き土地利用

民有換地において考 えられる土地利用の類型は､次のように整理 きれる (図11

-1)o

園の右側に市街化促進効果の大小をA､B､Cのランクで示めしたが､この う

ち､市街化 を促進する上で効果の大 きい土地利用は限定 され る｡

図II-1 民有地における土地利用 の類型 (全般)

(注)1.土地利用の類型には上記のほかこれらを組合せた形態も考えられる (現実の土地

利用はむしろこちらが多い)0

2.市街化促進効果 :大j小とAうCが対応｡

一 土地利用の類型別具体例 -

･--独立住宅､集合住宅等の一郎 etc.

-....独立店鏑､事務所､共同ビルの一部､コンビニエンスストア､クリ-=ング店､

ガソリンスタンド(フランチャイズ方式)e上c.

---テニスコート､ゴルフ練習場､園芸 .造園 etc.

-...アパート､賃貸マンション､貸店舗(一般店舗､沿道サービス業等)､貸事務所 etc.

-川.公団の賃貸住宅(特別借地方式適用)e上c.

I.-ヰ 古希展示場､住宅展示場､駐中場､資材置場､貸農園 etc.

ー-..等価交換方式等に基づく共同ビル建設のための土地の一部売却 etc.
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以下の検討は､市街化促進効果の大きい類型①､②､④の日用型土地利用､類

型◎､⑦､⑧の不動産運用型土地利用及び､類型(静の上物建築建築前提の土地売

却､⑬の建物分譲を対象に行 うものとする (図11-1の○印)｡

他の類型の土地利用については､以下の理由により対象から除外した (国II-1

の×印)0

類型③､㊨ -･･･ビルドアップに結びっかないO他の類型の土地利用を促進しその

優位性を明らかにすれば､将来的には他の類型の土地利用への転

換が期待される｡

類型⑪ ･.･･ ･･･ビル ドアップに結びつく可能性は高いものの､一般的な売却につ

いては数も少なく､また､売却の大部分は相続税の支払い､自宅

の新築 ･改築等具体の換金需要の発生が起因となっており､この

促進方策を考えても意味がない｡

2.民有地のビル ドアップが進まない理由とその対策

郊外地土地区画整理事業において､区画整理が行われた後も施工地区が必ずし

も市街化きれないことに関して､ ｢土地区画整理事業が基盤整備にとどまってお

り､目的とする市街地形成=建築用地 としての利用と直接結びついていない｣こ

とが基本的な問題点 として指摘きれているが､このほか民有地のビルドアップが

遅れる内的要因として､農民地権者の営農継続意志､農業経営実態等､市街化に

抵抗する力が強いことが指摘きれている｡しかし､ ｢市街化に抵抗する力｣の強

い農民地権者についても､農地としての利用を止めなければならない､あるいは､

止めてもよい条件が整えば､都市的土地利用に転換する可能性が強まることも指

摘されており､民有地の有効活用を図り､ビルドアップを促進させるためには､

｢これまでの土地利用を止めてもよい条件｣を整えることが重要な対策の1つと

なる｡

ところで､港北ニュータウンの地権者に対する土地区画整理後の土地利用意向

に関する調査 (昭和59年度)によれば､全体212人の内､7割強の土地所有者が

何らかの形で､土地利用計画を持っているOまた､ ｢専農地 (届清)J及び ｢農

的利用地｣は､全体2617画地の内､現状で4割弱存在するが､これら地権者につ

いても､近年の農業経営条件の悪化 (後継者の減少を含む)､あるいは､相続問

題､周辺における市街化の促進などにより､長期的に見れば､都市的土地利用転

換の意志を有する者が少なか らずあるものと考えられる｡

更に､農民地権者以外の地権者 (特に宅地地権者)についても､土地の取得動

機等から見て､都市的土地利用専云浜への何らかのインパク トが与えられれば､今

後､土地の有効利用に関する検討がなされるものと判断し得る｡

このように､土地の有効活用に対する潜在的意志は比較的強いものがあるが､
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現状においては､一般地権者が積極的な土地活用を図る上で以下の点がネックに

なり､これが ｢市街化に抵抗する力｣になっているものと考えられる0

(D 多様な土地利用に関する情報量の不足

② 土地利用 .経営等に関する相談相手の不在

③ 資金調達の囲難

④ 事業ノウハウの不足

⑤ 新しい事業を行う上での諸々の煩しき

従って､今後､都市的土地利用への転換の意志を有する者､あるいは､条件付

きで意志を有する者に対して､土地活用に関するこれら諸々の不安を解消するた

めの対策を考える必要があり､これが ｢これまでの土地利用を止めてもよい条件｣

の1つとして､ ｢市街化に抵抗する力｣を弱め､市街化を促進ぎせることにつな

がるものと考えられる｡

3.土地利用の流れと負担軽減システム

従前の土地利用を転換し､新しい土地利用を行 うためには､様々な段階及び手

順を踏むことになるが､これらの各段階において､地権者の負担を軽減するよう

な措置をシステムとして組み込むことができれば､新しい土地利用に対する地権

者の不安は少なくなり､市街化促進の効果が上がることが期待できる｡

土地活用の段階､手順とそれに対応して考えられる地権者の負担を軽減するよ

うなシステム (以下､負担軽減システムという)は図ⅠⅠ-2のように整理される

が､これら負担軽減システムについては､既存の制度､手法を活用することによ

り分担し得る部分と､分担し得ない部分とがあり､後者についてはこれらをバッ

クアップする組壬哉または体制を用意することが妥当と考えられる0
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図II-2 土地利用の流れと負担軽減システム
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71-2 過去における調査 ･研究成案の整理

ここでは､滝北ニュータウンを対象とした過去における調査 ･研究成果のう

ち､民有地の有効活用に関連するものを整理 ･検討し､土地の有効活用に関す

る全体的な骨組の中での位置付けを明らかにする｡

1.調査 ･研究成果の分類

対象とした調査 ･研究成果を内容に応じて以下の7区分に分類し､表ll-1に

一覧表としてまとめた｡

A;土地利用意向に関する調査

B:街づくり協定案等に関する資料

C:全体計画 .地区計画に関する調査

D:農的土地利用等に関する調査

E;商業及びセンター地区等に関する調査

F:アパー ト.マンションの採算性等に関する調査
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義ll-1 調査 ･研究報告宵の一発

区分 番号 粥査テーマ 発行先 発行年

A;土地利用意向調査 1 泊北-ユータウンタウンセンター地区土地利用患l句調査報告書 (財)繕北ニュータウン生活対韓協会 昭和58年度2 油北-ユータウン tltFfWFl始地区意向調査報告帯 (昭和59年度) (肘)櫓北_ユータウン生 活対照協苫 昭和〇9年度
3 7削ヒ_ユータウン 供用Dn始地区意向調査報告甘 く昭和60年度) (肘)繕北_ユ タウノ 括対熊取zl 昭和60年度

a:折づくり協定案等 4 泊北ニュータウン タウンセンター地区的づくり協定案 糟北ニュータウン事実推進速.%協議会 -

5 惜北ニュータウン駅的センター地区的づくり協定案 繕北ニユ-タウン事業推進連騰協繊会 -
6 i酌ヒニュータウン 逝憐センター地区伯づくり協定案 消北ニュー タウン事実推進連傭協議会 -

7 消北ニュータウン 共同住宅地区街づくり協定案 i朗ヒニュータウン事業推進連絡協謙会 -

8 i佳北ニュータウン 一般住宅地区折づくり協定案 稽北= ユータウン事業推進連絡協憩会 -
9 にわづくり まちづくり(繕北ニュータウンコミニティ緑化ガイドブック) (肘)i在北ニュータウン生活対米協会 昭和61年度

C:全体計画地区計画 10 人口計画と土地利用(rmrしいまちづくりのためにJ昭和48年度報告甘:妨1即金) 繕北ニュータウン建設研究会 昭和49年 7月ll El照等指導要綱と建策基準条例(r新しいまうづくりのためにJ昭和48年度報告書:第2部会) 消北ニュータウン建設研究会 昭和49年 7月

D:農的土地利用等 12 農的土地利用(r新しいまちづくりのためにJ昭和48年度報告者:第4部会) 池北ニュータウン建設研発会 昭和49年 7月

13 屈 取 林 の 保 存(r新しいまちづくりのためにJl昭和48年度報告書:熊5部会) 繕 北ニュータウン建設研究会 昭和49年 7月

14 農的土地利用と屋敷林の保存(r新しいまちづくりのためにJ昭和49.50年度報告舌痛 7部会) 治北ニュータウン建設研究会 昭和51年 3月

E:商業 .センター等 15 地主参加によるセンター計画 (F'新しいまちづくりのためにJI昭和49.50年度稚告苛:窮8部会) 繕北ニュータウン建設研死会 昭和51年 3月

16 寺庄北ニュータウン 地元参加による商店街計画のすすめ方 日本住宅公団泊北開発局 昭和52年 4月
(鳩北地区の中心地区に係わる換地希望者の調穀手法等の調査研究) 日本長期借用蛇行業務開発的一郎

17 油北ニュータウンのセンター地区に係わる段階姫殻とコントロールシステムに EI木住宅公団手酌ヒ開発局 昭和54年10月
関する調査研死 く本楯l〉く本楯Ⅰl〉 (肘)日本不動産研究所

18 近隣センターの土地利用について (肘)i酎ヒニュータウン生括対策協会加川設計8務所 昭和57年 3月

19 泊北ニュータウン タウンセンター開発の基本df想 (肘)青さ北ニュータウン生活対兼協会加川設計8F務所 昭和58年 3月

20 繕北ニュータウン 川和駅前センタ一問査設計報告書 (財)繕北ニュータウン生括対熊協会加川設計事務所 企業組合 別和設計 昭和59年 3月
21 捕択地域 (北部) 商業Xi.代化地域計画稚昏書(基本計画) 商業近代化素見会横浜地域(北糾 部会 昭和60年 3月
22 生活再建対策の手ぴき 帝菜種首相襟テキスト (財)泊北ニュータウン生活対餌協会 -

F:アパート.マンション 23 治北ニユ-タウン アパート.マンション等地区調査研究報告書 (肘)泊北ニュータウン生括対策協会企業組合 一ljfD設計 昭和58年 】月24 アパート.マンション経営と採井性の検討(r新しいまちづくりのためにJl昭和49.50年度報告書:弟6即金) 繕北ニユ-タウン建設研究会 昭和51年 3月
25 不動産とその経営 消北ニュータウン建設研究会報告書 繕北ニュータウン建設研究会 -

G;法規制等 26 繕北地区共有換地及び仮換地予定地の地上横設定に関する調査報告書 日本住宅公団繕北開発局(樵)国際開発コンサルタンツ 昭和52年11月

発行先 ;上段 発行先

下段 調査地阿



2.調査 ･研究成果の整理

各調査 ･研究報告書の概要は資料編に一括掲載したが､ここでは､これら各調

査 ･研究の成果を､土地利用の流れと負担軽減システムとの関連において整理す

る (図11-3)｡
その場合､各報告書を利用する立場から､以下の3区分に従った｡

《地権者》 --････各々の地権者または､地権者の組織 (図中○表示)

《公的機関》 -- 生対協及び市､住都公団等の良好な市街地形成を制卸 ･誘導

する機関 (園中ロ表示)

《共 通》 -- 以上2つに共通した立場 (国中△表示)

また､利用上の区分から以下の分類を行った｡

｢参考可｣ -･--土地利用の売れのなかで該当する項目について､時点の相違

や内容に不十分な点があるものの､調査手法及び一部の調査

項目等に関しては参考とすることはできる｡

(国中記号を半塗潰)

｢利用可｣ - .･･時点の相違を修正できるものに関しては､報告書全体にわた

り十分利用することが可能である｡ (国中記号を全塗潰)

なお､国中の区分A～G､番号 1-27に関しては､表Il-1を参照のこと｡

以下､調査区分毎にまとめて概説しておく｡

A区分 :土地利用意向調査において､地権者の土地利用意向の概要は読み取れる

ものの､どこに仮換地指定きれた地権者がいて､どのような属性でどの

ような意向を持っているのかといった､基本的な情報が整理きれていな

い｡実態調査においては､建築済宅地の区画位置の調査にとどまり､そ

の内訳としての利用形態や用途別の実態がつかめない｡

B区分 :街づくり協定案の目的および内容が､住民にわかりやすいように平易に

解説されており､住民による協定の作成に役立っと考えられる｡一方､

計画サイドとしても､全体計画および地区計画の計画性担保の方策とい

う観点から､参考にすることができる｡

C区分 :良好な市街地形成のために､種々の仮定に基き､計画人口の推計を行っ

ている｡また､建築基準法､日照条例等の法的規制を適用しながら単純

化 ･類型化したケーススタディを行なうことで､計画人口及び土地利用

計画の検証を行っている｡

- 10-



D区分 :ニュータウン内の公園緑地および集合住宅地における植生保存について､

基本的な方針を示したものであるoまた､農的土地利用に関しては､地

域共同体､農地の新しい役割､緑のセンターなどの項目はまだ､基礎構

想の段階であるが､緑のセンターについては事例があげられている｡

屋敷林保存に関しては､屋敷林の意義､緑地制度などが概説されている｡

E区分 :商業施設及びセンター地区に関して種々のレベル (段階)で報告きれて

いる｡しかし､大半は､地権者のビルドアップを誘導するため､あるい

は､良好な市街地を形成するための指針となっており､これらの報告書

の次の段階として､地権者の土地利用の流れに沿った調査 ･研究が望ま

れる｡

F区分 :アパー ト･マンション等地区に関する基本的な方向性が示きれているC

内窄的にはアパー ト･マンションをとりまく環境､建築､需要､経営､

まちづくり等にわたっており､部分的にはかなり詳細な結果が示されて

いる｡従って､地区計画に有用なはか､地権者による土地利用の発意 ･

確定､経営にも参考となろう｡しかし､地権者のためのハンドブックと

しては難解な点がある｡

G区分 :地権者のビルドアップに関連する法規制がカバーされているが､相続税

や贈与税等の税制に関するまとめが不足している｡また､これらの手引

き書には限界があり､それを補足する体制または組織が望まれる｡
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図ⅠⅠ-3 調査 ･研究成果の整理
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ll-3 今後の調査 ･研究課題の整理と作業スケジュール

前の2つの革での整理を跨まえ､今後必要となる調査 ･研究課題及び地権者へ

の働きかけ等の内容 と作業スケジュールを明らかにする｡

1.今後の調査 ･研究課題の整理

土地利用の流れの各段階別に過去における調査 ･研究成果を概説し､今後必要

となる調査 ･研究課題を整理するO

① 全体計画 ･地区計画

過去における調査 ･研究成果の整理 今後の調査 ･研究課完亘の整坪

○各種地区毎に街づくり協定案が作成

されており､建築協定の指導は行わ

れているものの､ビル ドアップが進

んでいないため､現在工場用地 (準

工業地区)で運営されているにすぎ

ない｡

○全体計画 との整合性を保ちながら､

市街化誘導を図る計画的市街化コン

トロールの補完的手段として､街づ

くり協定の制定 ･運営は必要である

が､その協定も実際に運営きれ守 ら

れなければ何の効果も生まないばか

りでなく､資産価値向上の意味にお

いてもマイナスとなる｡今後ビル ド

アップが進行する中で協定を有効に

活用してゆくためには､事例研究を

ふまえながら､居住者が実際に運営

できる協定の作成が望まれる｡

○なお､計画的市街化コントロールの

補完的手段としては､街づくり協定

のほか､地区計画制度､建築協定､

緑化協定､宅地開発指導要綱等が考

えられ､これらについての検討も必

要と考えられる｡
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② 土地利用の発意

過去における調査 .研究成果の整理 今後の調査 .研究課題の整理

○昭和58年度､59年度､60年度の仮換 ○個々の地権者の意向調査を図りつつ､

地指定地区を対象に土地利用意向嗣 効率的な市街化促進を行 うためには､

査及び実態調査が報告されているo 地権者の個票を作成し､かつ､検索

しかし､どのような属性の地権者が､どのような意向を持ち､どこに土地を持っているのかといった基本的な情報が報告されていないo実態調査においては建築済宅地 として区画数及び位置にとどまり､その内訳としての利用形態 (用途)等の実態がつかめない○ システムを確立する必要があるo

○駅前センター地区において､類似地 ○商業地特性や各施設 (業種)の性格

区を設定し､業種別店舗数を調査し､ ･成立根拠の違い等の類型化を計り

それから､世帯数ベースで施設需要 ながら､施設需要分析を行い､当該

を算定している○ 地区における土地利用の一般的可能

そこには､類似地区の特性分析 .施 性を検討し､また有効活用事例養分

- 16-



③ 土地利用の確定及びその後の事業化

過去における調査 .研究成果の整理 今後の調査 .研究課題の整理

○センター地区にわいて､共同化を検 ○地権者のビル ドアップ促進のために､

討すべき地区が換地図上で検討きれ､ 地権者の不安や煩 しき等の負担軽減

あわせて地権者の負担軽減のための システム及び地権者のための各種相

制度 .手法が検討されているoこれ 談システムの組織化または体制化の

らの報告書を一般の地権者が理解す 検討̀が望まれるoきらにそれらをバ

るには､大変な時間と専門的な知識 ツクアップする組織及び体制づくり

を必要とする◇ も検討する必要があろうO

○センター地区やアパマン地区等につ ○地権者の土地利用に関する様々な相

いて､腐々の地権者が土地利用の確 談 .要望に対応し､個々のビルドア

定及びその後の事業化するにあたつ ツプを適切に誘導するためには､先

ての各種専門的な報告がなきれてい に挙げた個票に基づく地権者に閑す

るものの､地権者の相談窓口となる る情報 .整理 とともに､土地利用に

担当者がこれらを充分に理解し､地 関する豊富な知識が必要 ときれるo

権者の土地利用の流れに沿って適切 そこで土地利用に関するマニュアル

以上､地権者全般に共通した今後の課題を整理したが､これだけでは､個別土地

･個別地権者の具体的事業化には十分に対処し得ない部分が残される｡例えば共同

ビル事業化の検討を行う場合には､建築計画の内容､共同ビルのメリット･デメリ

ット､従後資産の所有形態等の検討､設定賃料の調査及び採算性の検討､ビル管理

形態などの個別の調査がまたれる｡
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2.今後の作業スケジュール

今後検討きれるべき調査 ･研究課題を､層々の地権者の土地利用の流れに沿っ

て､どの段階までに必要となるかを整理したのが囲ⅠⅠ-4であるO

なお､土地利用の一般的可能性及び有効活用事例の検討に鰐しては本調査のIIl

窮で検討する｡国中実線で囲む今後の課題は､地権者全体に共通した調査で､破

線で囲む課題は地権者個別の調査を表わす｡
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囲 II-4 土地弔/用 の流れに沿 った今後の作業 スケジュール
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第IIl篇 土地利用の一般的可能性と有効活用事例の検討

11Ⅰ-1.土地利用の一般的可能性

1.類似団地における土地利用の検討

(1)類似団地の選定 と概要

港北N.Tは､従来の郊外地に立地する区画整理事業によるニュータウン

と異なり､単なる都心通勤者のためのベッドタウンにとどまらず､横浜市北

部の副*Jbとなるべ く位置付けられるタウンセンターを始めとして､企業誘

致による職住近隣のまちづくりなど､ニュータウンの新しい展開を進めつつ

ある｡しかし､一方では､11編に述べたように事業計画の変更や遅れもあり

ビル ドアップの進行が長期に渡る事が予想され､センター地区を始めとする

近隣商業地区等のビルドアップにも影響が懸念きれる｡そこで､ビルドアッ

プの段階的状況に参照になるような､土地区画整理事業施行地区を5地区選

定し､土地利用の一般的可能性について検討する｡選定団地 と基準位置づけ

は以下の通りである｡

○全体の土地利用の検討について ････ ･･･････北柏､琵ヶ丘､鴨志田､東寺山

○特にセンター地区の検討について ･･･--･括南台

○選定基準 -- (i)郊外地土地区画整理事業であること

(ii)既にビルドアップが進み､ある程度の人口定着がある

こと

(iii)都心部からの距離が比較的同じであること

図111-1 調査団地位置図
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表】ll-1 調査4団地の概要

所 在都 市 最 寄 駅 最寄駅までの 距 離 軌 bからの時間距離 事業認可時 施行面積 計画人口 仮 換 地指 定 時 施 行 後民有地面積

東 寺 山 子葉市 絵武本線都賀駅 km 分 44.10.8 ha 人 S. ha0.9-2.0 55 102.3 19.500 45.ll 28.5{;1(27.9)

軒 ケ 横浜市 横浜線十日市場駅 0.9-2.4 70 47.2.21 112.7 24.000 50.2 40.4(35.8)

北 柏 拍 市 常磐線北 0.9--3.0 45 48.5.9 109.9 20,000 50.3 27.7(25.2)

鴨 志 田 横浜市 田園都市線青葉台駅 2.0-3.0 55 48.3.31 55.9 8,300 51.5 17.0(30.4)

港 南 台 横浜市 根岸線港南台駅 0 -2.0 60 44.9.8 298.6 47,000 46.7 84.8(28.4)

港北 串4NT第 1地区 横浜市 田園都市線あざみ野 (0-1.7)1 -5*3 50 49.8. 548.3 92,000 54.4 209.2(38.1%)

(注) )!く1 --･ ( )内は､民有地率 (%) .I:く2 -- 但､第 1次供用脚始

･,:く3 1.I- ( )内は､鉄道整備後 ;;く4 -････公団施行区域のみ

｢ ~一一 - - 1



図11Ⅰ-2 5団地の状況



(2)対象団地の施設立地状況と特性

調査を行なった5団地の住宅系を含む施設の立地状況を分類整理し､港北ニ

ュータウンの特性と比較する上での位置付けを明確にする｡

なお､調査は昭和58年または59年版の住宅地図上で行い､部分的に現地調査

を行った｡

(i)用途別施設数

表llIlZ 用途別施設数 (大分禁)

東寺山 罪ケ丘 北 鴨志田 穫南舌 i巷北N.T.

住宅(戸) 658 538 414 228 1.489 1.545

店舗併用住宅 34 31 18 5 33 48

店舗 93 27 45 27 417 70

民間集合住宅(アパート等) 7 46 8 6 46 109

公団集合住宅(棟) 95 79 54 40 137 64

事務所系 13 4 12 2 22 26

医療施設 7 7 6 3 39 3

駐車場 6 30 4 5 95 43

工場.作業所 3 5 3 6 43 77

その他 23 28 ll 10 81 21

不明 7 ll 59 0 18 0

(注)1.港北N.T.については､現地調査により現在建設中のものも数

に含めている｡

2.｢不明｣の項目に分類されるものは､住宅地図上の記載されて

いる名称では､業種 ･業態の判断がつかない施設であり､ま

た､これらは住宅地図上の記載方法により異なる｡

3.北柏における現地調査の結果､一種住専内の店舗はすべて(7事

例)実際には住居併用であった｡これは､住宅地図上の表記の問

題であるため､他の東寺山､霧ケ丘､鴨志田についても同様に一

種住専内の専用店舗らしく表記されているものを､併用店舗と

読み替えたO
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(ii)住宅系施設の立地状況

表】ⅠⅠ-3 地区内の住宅戸数

乗寺山 霧ケ丘 北 柏 鴨志田 港南台 滝北N.T
戸建住宅 658 538 414 228 1,489 1.545

集合住宅 1,579 2,206 1,048 805 4,619 2,345

併用住宅 16 9 ll 3 33 48

合 計 2.253 2,753 1.473 1,036 6,141 3,938

表れ1-4 調査5団地の人口定着状況

東寺山 霧ケ丘 北 鴨志田 港南台 港北N.T

計画人口(人) 19,500 24,000 20,000 8,300 47,000 220,000

推定人口(A)31 8.500 10,500 5,600 4,000 23.000 15.000

人口定着率(%)手2 43% 44% 28% 48% 49% 7%

第一回仮換地指定 S45.ll S50.2 S50.3 S51.5 S46.7 83S58.3

);く1 推定人口は､表III-3での世帯数に､3.8(人/世帯)を乗じた｡

～:(2 人口定着率-推定人口÷計画人口×100

これは､各団地の住宅戸数をペースにしたものであるが､概ね各団地の熟

成度を表すと考えられる｡

):く3 第 1回併用開始
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(iii)商業系施設の立地状況

a)業種別施設数 (細分類)

表れト 5 業種別施設数 (その1)

施 設 東寺山 霧ケ丘 北柏 鴨志田

｣ スーパーマーケット 3 5 2 2

コンビニエンスス トア 4 2 2 0

生鮮食料品店 4 2 3 0

パン .菓子店 5 1 0 2

磨 .飲料水店 2 1 2 2

その他食料品店 13 1 9 0

薬局 .化粧品店 4 0 2 1

書籍 .文具店 3 0 1 a

衣類 .身辺小物類店 3 0 0 1

電器店 4 3 4 2

カメラ .メガネ .時計店 1 2 2 0

園芸 .造園業 2 0 3 3

新聞販売店 1 1 2 1

ガソリンスタンド 4 3 2 1

車用品販売店 1 1 0 0

自動車販売店 1 0 0 0

パイク .自転車店 1 3 2 2

ディスカウント.DⅠY 0 0 0 0

雑貨店 0 2 0 0

家具 .建具 .什器類 3 1 0 0

くつ店 0 0 0 0

その他小売店 7 3 6 1

小 計 66 31 41 20

食堂 .レストラン 17 5 5 6

ファミリーレス トラン 1 0 0 0

喫茶店 8 5 1 1

バー .酒場 2 1 0 0

ファース トフー ド店 1 0 0 0

その他飲食店 1 0 0 0

小 計 30 ll 7 7

合 計 96 42 48 27
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表Tl1-5 業種別施設数 (その2)

施 設 乗寺山 霧ケ丘 北柏 鴨志田

lどスその 銀行 .信用金庫 1 1 1 1

金融業 0 0 0 0

理容 .美容院 ll 8 5 2

クリーニング店 3 1 6 1

レコー ド.ビデオ .辛レンタル店 0 0 1 0

パチンコ .麻雀 0 0 0 0

学習塾 5 6 2 2

カルチャーセンター 1 4 0 0

スポーツ施設 1 0 0 0

その他サービス業 2 0 0 0

工務店 .設備工事店 4 4 2 2

不動産業 2 0 0 0

その他 9 3 1 0

小 計 39 27 18 8

総合病院 0 0 0 0

小児科 .内科 1 2 3 1

外科 1 1 0 0

歯科 2 1 2 2

産婦人科 1 1 0 0

動物病院 0 0 0 0

その他 2 2 1 0

小 計 7 7 6 3

合 計 46 34 24 ll
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b)地区内サービス型と沿道サービス型施設

一般に商業施設は､前頁の表11115に分類したように､その業

種によって分類することが多いが､近年､モータリゼーションの

発達に伴い､自動車での利用を見込んだ施設が増加する傾向にあ

る｡最も代表的なものはガソリンスタンドであるが､郊外型 レス

トラン (いわゆるファミリーレストラン)や大規模なt).I.Y.セン

ター､コンビニエンス ･ストアーなど､新しい業種が多く､また

最近では24時間営業のブックショップなど､旧来では考えられな

かった業種が進出してきている｡これらの特徴としては､

(9地区内幹緑以上の規格を持ち､外部の通過交通が多い道路に

接面するO

②大型のアイキャッチ (電飾等)などを走行中の辛から目につ

きやすいように配置し､相応の駐車施設を持っ｡

の以上2点が考えられる｡これは､日常的な徒歩もしくは自転車

を用いた主婦の買物行動をターゲットにしたものではないと言え

る｡そして､これらの施設と他の施設は､その証券､顧客層を異

にしており､同列に論ずることはできない｡ここでは､下図に示

すように､全体をまず大きく2つに分類し (AとB)､きちにB

の中にCを設定し､別々に扱う｡

-28-

A:本文中説明したような業種

で､沿道サービス型施設｡

B:A以外の施設でCを分離す

れば､近隣センターや駅前

センター等の地区がこれに

該当する｡地区内型施設｡

C:住区内型の施設で､住宅と

混在して地区内に散在する

もの｡併用住宅が多い｡



沿道サ-ビス型施設については､表JIl16に見るように､霧ケ

丘､港南台が多い｡これは､地区内に幹線機能をもつ道路があり

交通場の要所であることが理由と考えられる｡また､地区内サー

ビス型商業施設については､100世帯当り店舗数及び1ha当り店舗

数とも港南台が極めて高い (表Ⅲ-7)｡これは､地区内に鉄道

駅と大型の商業機能をもつことが原因で､他の4地区とは商業特

性が異なることを示している｡また､1ha当りの施設数で霧ケ

丘､北柏､鴨志田の3団地の値がよく揃っているのが指摘され

る｡

表11Ⅰ-6 沿道サービス型商業施設の業種別施設数

施 設 東寺山 琵ケ丘 北 鴨志田 港南台 港北N.T

ガソリンスタンド 5 3 2 1 7 6

レ ス ト ラ ン 1 1 0 0 7 8

コンビニエンスストア 2 1 3 0 1 1

自 動 車 販 売 店 0 1 0 0 5 7

中 古 車 販 売 店 1 0 0 1 4 0
合 計 9 6 5 2 24 22

(注)施設数については､住宅地図上の調査のほか､現地調査に基づき､新たにみとめられた施設

数を加えている｡

表Ilト 7 地区内サービス型商業施設の比率

兼寺山 霧ケ丘 北 柏 鴨志田 港南台 港北N.T

100世帯当りの店 舗 数 5.6 2.3 4.2 3.3 7.7 3.0
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(iv)調査5団地の特性

これまでに検討した住宅系施設､商業系施設の立地状況に基づ

き､調査5団地の特性を港北ニュータウンにおける施設立地との

関連でまとめれば､以下のようになる｡

(∋ 東寺山 -- 自立型地区として､港北ニュータウンの駅前

及び近隣等のセンター地区の日常的な商業施

設立地の参考 となる｡

② 霧ケ丘 -- 団地 としては依存型であるが､沿道サービス

型施設については､港北ニュータウン内の早

線道路沿道部分の参考になる｡

⑳ 北 柏 ･-･･･訴査5回地中､最もビルドアップが遅れてお

り､依存型であるが､共用開始直後に施設先

行型で整備する必要がある時は､参考になり

得る｡

④ 鴨志田 ･･････自立型であるが､周辺団地 と連担しているの

が特徴｡兼寺山同様､参考となる｡

⑤ 港南台 -･-周辺地区を含めた商業拠点 としての機能を有

する集客型の団地で､その商業中心地区の業

種 ･業態は､港北ニュータウンのタウンセン

ター及び駅前センター地区の参考となる｡

(症)上記自立型､依存型､集客型､の意味は以下のとおりである｡

自立型 --=商業的に自立し日常的需要に応えられるもの｡

依存型 ･--商業的に周辺に依存し､団地内住民はしばし

ば外部へ買物に行 く必要があるもの｡

集客型 ･･-･団地内のみならず団地外からも集客力のある

施設を持っ者｡

表111-8 調査団地の特性
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(3)類似団地における土地利用の一般的可能性

ここでは前述した調査5団地の特性を踏まえつつ､このようなニュータウ

ン内での土地利用の一般的可能性を検討する｡ただし､港南台の事例は､位

置付けでも指摘したように､周辺部を含めた商業的中心地区を含んでおり､

一般的な団地とは性格が異なる｡そのため本筋では､ひとまず港南台を除外

し､兼寺山､霧ヶ丘､北柏､鴨志田の4団地を検討対象とし､一般的に立地

可能な施設内容とその立地について検討を加える｡

(i)施設の分類と抽出方法

調査団地を初めとする住宅団地にわける土地利用は､住宅地としての基

本的性格から､住宅とそこでの性格に必要な諸施設 (生活利便施設)が基

本 となり､その内容もある程度の均一性がある｡土地利用は

① 住宅系施設としての土地利用(戸建住宅､アパー ト､マンション等)

② 商業系施設 としての土地利用

③ 医療系施設 としての土地利用

④ その他施設 としての土地利用 (業務系､事務所系施設)

⑤ 更地利用 (駐車場､資材置場等)

の5つに大別できるが､これらの土地利用の中で､4団地に共通性の高い

土地利用は､団地の立地､規模などの固有条件に左右きれない土地利用､

つまり一般的に可能な土地利用方法と考えられる｡ここでは､以下に示す

2つの方法で取捨選択を行い､一般的に可能な土地利用を抽出する｡

a)抽出方法その 1----･4団地全てに共通する土地利用

表111-8に見るように､この4団地は全て自立型または依存型の団地

であり､周辺部の需要があることで成り立っている施設は基本的に無い

ものと考えられる｡つまり､4団地全てに共通して立地する施設は､そ

のまま一般的に立地可能な施設 と考えることができる｡

b)抽出方法その2･･- -･･周辺施設の影響を考慮した補正

a)の方法で漏れた施設の中には､団地周辺に隣接する同種施設に影

響され､団地内で未成立となっている施設があると考えられる｡以下の

方法により､施設数0の項目について補正した上で､もういちどa)の

方法でふるいをかけ抽出する｡但し､ ｢住宅系施設｣と ｢その他の施設

｣については､周辺部の同種施設の影響の受け方が商業系施設と異なり

むしろ同種施設が周辺にあるほど､その立地可能性が高くなる場合があ

る｡また､医療施設はその影響範囲が不定であるため (利用者にとって

近い方が望ましいが､必要事には距離は関係ない)､これらの施設につ

いてこの方法は行わない｡
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周辺施設による影響の補正手法

基本的には､次の①～⑳の3段階で行う｡

① 半径5Km以内の影響があると予想される施設をピックアップ (大型店舗､商

業集積地など)

② 検討対象とする施設の商圏-影響範囲一重検討し､1次商圏業種から3次商

圏業種に分類 (下図参照)

⑳ ②で1次商圏業種ときれたものは､周辺に隣接した地域 (概ね境界から500

～1000m以内の範囲)について､住宅地図上で同種施設を探し､2次商圏業

種については､①でピックアップきれた施設を対象に､それぞれの商圏一影

響範囲-が地理的､交通条件的にカバーできるかどうかを個別に判断する｡

<参考>

① 周辺部のピックアップ

只 国 9 品

LF5倍 缶があるるある 右されない

場所 ･見物･交通-住宅･この

② 商圏からみた業種分類

▼刃物行肋からみf:砧匹l分規の放念

▼ 1次荷EEl菜種

(回申･1次)

▼2次商tZl兼甥

(回申 ･2次)

▼3次商EEl薬種

(B]中 ･3次)

周辺施設の131Bを受

けない｡

転院は半裸lh以内

周辺施設の影Vを受

け易い｡

ここでは半径5k■に

設定D

特に住区周辺にある

必要がない｡

-32-

出A 南東蛙集金ii段か屯棚 戚
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TI同り品 2次柘PEl文様 にそれぞれ抜当する｡

功 や 寸 LLJ ■ZZ ケ 丘 北 柏 巾 i rLl

′き･林27西友 lk1 ･持薬台商店tEr28-JtkL･拍駅月辺満票地ユー41:6kL･補生マルエツ3,2kLuれ 廿第台括店ui28b

･る予鹿 4k■･千葉市請来地区 1.2kL･長持田商店的2-2.5kJ I.5-.･長沖田商店折

T!設 4k■センタ- 1.6k■ 3.2k■.たちぱfJホ店宙Ib

叫考･京葉述緒への ･史名へのアクセ ,他のB1地と嬢†

アクセス枯･他の団地とはす ス沌 (市的地内5!)



(ii)一般的に立地可能な施設

以上の検討に基づき､一般的に立地可能な施設を下表にまとめた｡

なお､ここに抽出きれなかった施設の立地可能性は､団地の立地､規模

等の個別の条件や経営力､資本力等の事業者側の内的条件によっては立地

可能な施設といえる｡

表れトー9 一般的に立地可能な施設 (商業系施設)

施 設 兼寺山 霧ケ丘 北 柏 鴨志田

小売莱物販 スーパーマーケット 3 5 2 2

コンビニエンスス トア- 4 2 2 0
生鮮食料品店 4 2 3 1

バン .菓子店 5 1 0 2

酒 .飲料水店 2 1 2 2

薬局 .化粧品店 4 0 2 1

書籍 .文具店 3 0 1 2

電器店 4 3 4 2

バイク .自転畢店 1 3 2 2

園芸 .造園業 2 0 3 3

新聞販売店 1 1 2 1

ガソリンスタンド 4 3 2 1

飲食業 食堂 .レストラン 17 5 5 6契茶店 8 5 1 1

サIビそスの業他 銀行 .信用金庫 1 1 1 1

理容 .美容院 ll 8 5 2

クリーニング店 3 1 6 1

学習塾 5 6 2 2

表‖-10 一般的に立地可能な施設 (医療施設)

医施療設 小児 .内科 1 2 3 1

外科 1 1 0 0
歯科 2 1 2 2

(注)その他､4地区に共通する土地利用としては､更地利用としての駐車場がある0

資材置場や作業所のような利用は､人口､世帯数などの本報告書で検討している

条件とは無関係で､個別に検討すべきである｡
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(iii)用途地域別立地状況

調査4地区を始め､港北N.T等の計画的に形成きれたニュータウンでは､

他の既成市街地に比して､より合理的な､用途地域の色塗りがなされ､また､

用途の混在も整序されている｡そのため､種々の施設の立地分布状況も用途

地域の区分とよく一致すると考えられる｡

以下に､北柏､霧ケ丘､鴨志田､東寺山の4地について､前掲の施設立地

状況を､用途地域別に再分類し分析を試みるOまた､基本的な塗り分けのバ

ターンは､次の通り｡

(1)戸建住宅 --- -･･--･･- l種柱専

(2) (公団の)集合住宅 - -･･-･2種住専

(3)地区内の幹線沿道 ･･-･ - ･-･･住居､ (又は､2種住専)

(4)団地内商業核 -- ･-- ･-- 近隣商業 (又は､2種住専)

a) 分類結果

次表l】ト 11は､ (i)で一般的に立地可能ときれた施設を用途地域別に整

環し直したものであるo表中のE コ は各用途地域の中で最もシェアが高い
ものである (各団地毎の集計は資料編を参照のこと)｡また､第-種住居専

用地域に店舗があるが､これは､住宅地図上では専用店舗と見られるものの､

実際には店舗併用住宅と予想され､表記上の問題と考えられる (実際に､北

柏をサンプルに現地調査を行った結果､第-種住居専用地域の店舗全ては､

併用もしくは法規上問題のない極く小規模な､住宅に併設きれた店舗であり､

専用店舗は存在しなかった)0

-34-



表II1-11 用途地域別施設数

施 設 1 専 2 専 住 居 近 商

小売莱物販 スーパーマーケット 0 2 :i≡≡≡≡妻j83重き王室き 2

コンビニエンスス トア- 1 0 ≡≡…董三≒5 ≒≡l_≒≧;_ 2

生鮮食料品店 ≒≡≡…≡≡5 ≡≡≡≡主書 1 0 4

バン .菓子店 1 2 2 三圭…+3≡≡≡※
酒 .飲料水店 3 1 0 3

薬局 .化粧品店 1 2 2 2

書籍 .文具店 2 ≡三≡喜≡≡3≡≡主≒≡至 1 0
電器店 4 3 妻…三童三重5圭妻三…書三 1

パイク .自転車店 2 …≡≡≡ぎ…妻ヰ喜≡≡≡…≡≡≡ 1 1

園芸 .造園業 毒:.‡≡:.i≡4≡三宅≡互≡ 3 1 0
新聞販売店 三喜≡…≡王室4≡≡≒≦≦≡ 1 0 0
ガソリンスタンド 1 i ≡;主≡≡7;…三幸≒主0

小 計 28 23 33 18

飲食業 食堂 .レストラン 5 6 鳥 7ミ;≡≒:.≡ 5喫茶店 5 1 ≒三三≒ミミ8ミミを…:_i 1

小 計 10 7 25 6

サlビそスの業他 銀行 .信用金庫 0 1 0 至‡≡…≡:3!≡≡享≡三

理容 .美容院 ≡≡三≡≡1:4≡‡≡⊆≡≡0 3 4

クリーニング店 3 書き至≦き妻憑き≦≡喜三三三重 1 2

学習塾 !…≡!…ぎ…1Ⅰ妻…!…ぎ 4 0 0
工務店 .設備工事業 享≒三三…三;.7 ;;.≡≡三! 2 1 2

小 計 37 ll 6 9
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b) 用途地域別立地状況のまとめ

以上､4団地内の施設を用途地域別に集計したが､スーパーマーケットと

銀行､信用金庫を除き､いずれの業種も用途制限の最も厳しい第一種住居専

用地域に立地しており､むしろこの地域に立地する業種が相対的に多いこと

を示している｡これは､建築基準法の制限により､業種によっては施設規模

等により立地制限を受けるものの､わが国の法体系 (土地利用規制)が諸外

国に比べて楼く､建築自由の原理 (欧米では建築不自由)に基づいた混合用

途制が前提であるため､地権者の個人的意思がほぼ全面的に認められるため

である｡この結果､用途地域制によって､それぞれの地区の用途､性格が十

分に整序きれ得ない｡従って､どの施設が法規上どの用途地域内に立地可能

であるかは読み取ることができるが､商業系施設で重要な立地要因となる交

通環境等の要EEと用途地域の指定が一致しないため､各々の施設の業態も含

めた立地上の特性については判然としない (例えばある地区では､幹線道路

沿いが近隣商業地域の場合もあれば､第一種または第二種住居専用地域に指

定されている場合がある)｡

丁
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(iv)立地持性別立地状況

(iii)で指摘したように､各施設の立地特性を明らかにする為には､それぞ

れの利用形態に即した分類が望ましい｡ここでは､本章2節で用いた分類に

基づき､沿道立地型､住区内立地型､中心地区立地型の3つに分類して整理

しておく (図Ⅲ-3)0

図れⅠ-3 施設の立地傾向

＼ 立 地 別 t# 成 此

合 従 .狂 材 EB韻 89.0SF:二1_l=0

7 /i - >マ ン′■ ン′ 1 ン' 87.3 浴)2}

ti j8 鴇 70_6L影+++)

串 耕 所 .¢ 某 所 66.7LV井野+++ 禦 yB :II:;二…

庚 虎 施 設 667_GTi1;:I:==.:. :_.2.6:7..

城 取 . 投 佃 En 連 もり巨力 写 ■ 蒜
固 芸 . 造 園 54-5lク杉須茨等招待ク∈-1戸二5,I/
学 習 並 等 什 7EV++++++++++++++++++++++++++i-*'.,-3-

EE 果 - 乗 客 仙 2B亮+++++//:3:5;,;;%嵩.2,5:
工 均 . 作 7E 所 禦 Wl++++11m r11KEEJ
ク IJ - エ ソ タ 30-OE+T+/+++++++i-~40.0__%J1.::_.∴::39.9
文 A . 書 籍 - yZL+- ++++++AKL++++++jj+++++-&Pn

食 料 品 )3_0 二37.Q:
i++++++++Y++++++++++++++1+++ 衿 杉 杉 芳+) .i_i':争'/i:.二.:I.=J :.--_2号.1

飲 食 店 :-.18‥1.■:-

自暮b輩 -自転車 .販売zu+++++++a+1++U+1+ + A- 1 + ++-

{+++++++++++++++++++++1+{+++++++++++++++++++++++),.i中一br'

注 1:住区内に立地する施設

の構成比が高い順に､

配列した｡

注2:構成比が2%未満の施

42 殻は､その他の項目に

まとめた｡

注3:沿道とは､バス路線と

なる地域内幹線以上の

道路とする｡

注4 :各施設の床面積等の規

模の差異は考慮してい

ない｡

[コ 住区内 医∃沿道立地 E≡ ]中心地区

上図により､各業種が､どの様な買物行動に支えられているかが明 らかにな

る｡また､各業種にとっての立地適所も､明らかである｡
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(4)センター地区にわける土地利用の一般的可能性

ここでは､これまで述べてきたようなニュータウン (団地)全体 としての

土地利用の一般的可能性ではなく､駅前センター地区における一般的な土地

利用のあり方を検討する｡

そこで､まず､駅施設をもつものともたないものとの差を明 らかにするた

めに､駅をもつセンタ-地区の大規模な事例 として港南台､駅をもたないセ

ンター地区の事例 として､鴨志田､霧ケ丘､東寺山､北柏を対象に比較分析

し､一般的可能性を検討する｡

ただし､センター地区の範囲の設定は､用途地域の塗 り分けに従い､最も

商業地的性格の強いものとした｡具体的には､鴨志田が第2種住居専用地域､

他の4地区が近隣商業地域 となった｡対象 とした施設は､ (2)-(iii)の表

】l1-5の内､各団地にほぼ共通して立地 している施設である｡また､ここで

は施設の分類方法をセンター地区の代表的な形である､テナン トビルやスー

パ-マーケット､百貨店等のフロアの分爵巨形態 (平面計画)を考慮に入れ､

下表のように分業頁した.

また､これ らの分類 とは別に､医療施設についても検討を行 う0

表lIl-12 センター地区における施設分類

分類 第1グループ 弟2グループ 窮3グループ

食料品販売と料理店の 食料品以外の物を販売 ･蛇行.信用金権を始め

｢食｣に関する施設 する とする ｢サービス｣

内容 ･薬局､化粧品店 ･銀行､信用金庫

･寄指､文具店 ･金融業

･生鮮食料品店 ･衣技､身辺小物頬 ･理容､美容院

･バン､菓子店 ー電器店 ･クリ-ニング店

･酒類､飲料水店 ･カメラ､メガネ､時計店 ･レンタル店

一その他食料品 ･園芸､造園業 (ビデオ､レコード､串等)

･レストラン､料理店 一新間販売店 ･パチンコ､麻雀店

(和食､中華､洋食) ･パイク､自転畢店 ･学習塾等 (合予備校)

･教養､カルチャ-

･契茶店･バー､酒場･ファーストフード･その他飲食店 ースポーツ施設

備考 ○スーパーマーケットは､第1-第3グループまでの施設を内部にもつが､ここでは便宜上

第1グループに分類する○このため､スーパーマーケットのあるセンター地区のそれ以外

の施設は若干少な目にでていると考えられるo

○ファミリーレストラン､ファーストフードといった新しい菜種の施設は､調査団地中の共
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(i)グループ別施設立地状況 (商業系施設)

国】Ⅰト 4 ｢食｣のグループ

- い .･L.II.., 芸.I..L!l:
1--･北 柏

生鮮食料品 一一一一一鴨志田
･-･-1港南台

ôン･菓子

東寺山 霧ケ丘 北 柏 鴨志田 港南台

か Ô-マう､yr:L__HL____Q_____≧ー____3__-__
丑七一ニ工ンス ;2_I___Q_____QI__"Q___I_1"_日
生鮮食料品:3_____Q_____1I____Q_____4___"
ôン･葉子 :3___-_Q___"Q_I_I_2_____19__"
酒･飲料水 :L____Q___一一2___ML____2_I___

その他鮒 :7____IQM___3_HHQ"___7____I
i,朴ラン･食茎:4__I_IQ_____1_____6___"22"__
ファミリーL/1トラン;Q"___Q_____Q"___Q_____L_ーM

喫茶店 ;1日___Q____-Q_-…_LM…墨_____
ハ'-･酒場 :Q_"__Q_____Q_____Q_____ll____
フr卦7-∫ :Q_____Q__"_Q_____QH"_2___"

その他料理:Qー_I__QH___Q_____Q__"_5_____

- 東寺山
--= 霧ケ丘
一一一一北 柏
一一一一一鴨志田
-一一掩南台

酒･飲料水

その他食料
レ朴ラン･食堂

図111-5 ｢物販｣のグループ

薬局化粧品

カメラ･.籾一幸店

棄寺山 鍔ケ丘 北 柏 鴨志田 港南台

薬局化粗品:1__"_O___"1_""L____3_____
本 ･文具 ;Q"___Q_____Q_"__2_____5"___

衣類･身辺:L____Q_____Q___"Q_____5Q一一一_
電器店 :L____Q_____Q_____2"_HL____

如ラ･ガ●辛店;Q_____Q_____Q_____Q_____7_____
園芸･造園:Qー____Q-____Q_____1__"_QH"_
新聞販売店;Q_I___Q_____Q"___1__"_Q_____
自転車√イク:1"___Q__-_-Q__I__2_____Q_"_I

港南台で､衣類 ･身辺小物類店とカメラ ･メガネ ･時計店が突出するO
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図7I1-6 ｢サー ビス｣のグループ

名節ラ

ôチh･麻雀 脚

- 東寺山
-- !芳ケ丘
一一一一一北 柏
一一一一一鴨志田
-一一一日 港南台

東寺山 霞ヶ丘 北 柏

銀行 :2"__ーL_"_LHH
金融業 :Q_____QH_H QH___
Ⅰ脚 院:2___I_Q…___2___-_
ケリーニカー店 :L_"_Q_____L____
脚 :Q_____Qー____Q_____

ô如 ･麻雀:Q"___Q_____Q___～_

学習塾等 lQHH_Q_____Q_____
教養･加か-:Q_____Q"___Q__川

瀬p-湖底没 :Q_____QH_" QHH_

以上の図か ら､センター地区の特性を検討整理すると､

挙げることができる｡

示に下以

1.全体の規模に比例 している訳ではなく､港南台のような 『集客型』

地区で､極端に増えるものと､ほとん ど変わ らず､むしろコンビニ

ンスス トアのように､少なくなる業種がある事.これはセンター軸

としての立地特性に合致するものと､そうでないものとの差である

考えられる｡

○ 港南台で特徴的に多い業種

第 1グループ -･･･レス トラン､パン ･菓子､バー

第2グループ -- 衣類 ･小物類

第3グループ -- 学習塾等
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○ 港南台で少ない業種､若しくは､ほとんど変化しない業種

第 1グループ --･コンビニエンス ･ス トア､酒類 ･飲料水店

第2グループ -- 造園 ･園芸､新聞販売店､自転車 ･バイク店､

電機店

第3グループ --- レンタル店､クリーニング店

以上のように､明らかにセンター地区としての立地上の特性に応じて

立地する業種の構成に差が認められる｡

2.以上のほか､立地している施設の業種の性格及び屋号を細かくみてみ

ると､港南台のセンター地区には､他の4地区には立地しにくい業種

が多く集積していることが特徴であるOつまり､衣類 ･身辺小物頬､

レス トラン､バン ･菓子等の噂好に依存する業種が多く､その内容も

例えば衣類 ･身辺小物類では､他地区では○×洋服店 といった個別店

舗であったものが､港南台では､ブティック○×や､ブランド品を扱

う有名小売店が集約きれ､ひとつのフロアにテナントとして出店する

というやり方が多い事が指摘できる｡

3.港南台センター地区の特性は､① 各種の専門店が､② 客の噂好

(好みのブランド､デザイン､価格)に合わせて選択できるように同

種のものが集約きれ､⑳ 客の選択肢を増大させると同時に集客力を

強化していることである｡

これは､住民の日常的な生活のための需要を満たす事で成立している

他地域の場合とは､大きく異なる｡
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(ii)医療施設の立地状況

図日1-7 病院 ･医院グループ

絵合才識完 - 東寺山
一一一一群ケ丘
一一一･北 柏

小児･内科 一一--1鴨志田
- = ･港南台

東寺山霧ケ丘 北 柏 鴨志田稽南台

総合病院 :O-I___Q_____Q"___Q_I_1I_HI
小児･内科:LH__1_____1_____Qp____Q"_-_
外科 :Q"I__Q___"Q_____Q-_"_Q_____
歯科 :Q_____1__"_1_____QI____2____I
産婦人科 :2_M__Q-I"_Q_____Q"_I_Qー____
その他 ;Q____ーLH__Q_-_MQ_____1_____

医療施設は1次医療 (医院等の住区内型)､2次医療 (総合病院等の都市

型)､3次医療 (大学病院等の研究施設をもつ研究開発型)の3つに分類さ

れる｡港南台に絵合病院が立地していることは､他団地と大きく異なる点で､

絵合病院の成立するための必要条件､すなわち交連利便性や背後人口等､を

備えていることが読み取れる｡

各団地に共通するものとして､1次医療である､小児 ･内科 と歯科が比較

的多く立地している｡

()'ii)センター地区における可能性

以上､礁南台という大規模店舗をもつ (合計売場面積38,784m':1,500m'

以上の大規模店4店の合計)センター地区との比較において検討したが､

これと同規模のセンター地区の場合は､図11ト 4-7の施設内容について

前述した施設の構成や内容を実現すれば､立地可能と考えられる｡しかし

小さい規模のセンター地区の場合は､近圏での大規模商業地の影響を受け､

他地域からの集客力を見込めないため､ここで挙げたような施設の立地は

難しい｡

基本的には､(3)で分類した中心地区立地型の土地利用に近いが､きち

に､朝夕の通勤 ･通学者をターゲットにした施設が成立可能 と考えられるO
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2.既存資料からみた土地利用の検討

前節では､公団施行の土地区画整理地区について調査を行う事により各種施

設の立地可能性を検討し､一般的に立地可能と考えられる施設をピックアップ

した.そこで本助では､統計資料や過去の調査等によって､より客観的な検討

が可能となるような資料を整理する｡

(1)過去の調査､文献

昭和30年代､40年代前半には､計画論や調査によって､商業系施設

の立地可能性を予測する試みがしばしば行われ､それなりに成果を上げて

いたが､その後の社会構造 ･社会現象の変化に伴ない業態の変化や多種多

様な業種の発生と増加がみられ､これらの手法と結果は､普遍性にやや欠

けるものとなっている｡しかし､その後この種の調査等はほとんど行われ

ておらず､ここでは､参考として､過去の例を以下に2種頬ほど示してお

く (表111-13､回Ilt-8)O

表11ト 13 人口1万人当り､業態別店舗数 ･保有売場面積(m')

･売上高(万円)(1968年調べ)

店舗 保有売局面棟 売上高 店舗数 保有売場面頒 売上 高 店舗数 保有売場面凍 売上高

恩 銭 用 品 IE 計 19_5 816.922.408.8 生活文化用品店計 27.I 1.α0 230.380_7 食 品 店 計 61_8 1.560_143.569_4

呉 iR .恩 鞄 店8 ,集 晶 店男 子 辰 31取 Jg婦 人 子 供 恩 店- 般洋品雑甥 店特定 鼓並経文 IE靴 店履 物 店バ ッ ク .拍 IE 356595193 202_260.5125.8135.2155.120,263_241,113_6 6.491.323.494.013,96511.585249 650153756 時 計 -取 ま 店カ メ ラ .材料 店家 具 店家庭電 気器具 店楽 器 店家 庭 金 物 店荒 物 雑 貨 店I医 集 晶 店化 鹿 品 店書 店文具 事務 用品 店玩A娯楽用品 店 21140231944007504970 5222151852ll48722 5095902367907ーi I,467_0890_33.116_48.749.21.007.62.032_5793.5523.13.125_I1.718_54.093_71.494.0749_5620_4 包 墓加工 食品 店乾 物 IE加 工 科 原 品 店酒 販 店茶 店雑 穀 店f■ 肉 店卯 . .& 肉 店鮮 魚 店果 物 店書 物 店菓 子 店パ y 店そ の 他 3101041 188I1068596141 584223320136112551234614 21532455674771 847.71,236.0966_9ll.662.ら422_57,829_42.911.5502,63.314.51.605.93.171.35,047.71.064_42.986.5

※ 生活文化用品店の範囲は厳密にとらえにくいので上表の業態に限定した｡

※ 食品店は業態ごとの区別が明確でないので､その他の数値が大きい｡

出典 :F商業建築企画設計資料集成.4(商店建築社刊行)
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図111-8 1施設当り夜間人口数の変動
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科 控

･全区平均 T住宅区平均

注 1:東京23区についての調査

注2;住宅区都は､住宅地を多く含み､都心､副都心､工業地をなるべく含まない区を言

い､練馬区､板橋区､世田谷区､杉並区､中野区､文京区の6区を指す｡

出典 r建築計画学2,地域施設商業.I日笠端ほか
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(2)統計資料

各商業系施設について､1施設当りの支持人口を明らかにするために､

国勢調査報告 (昭和55年版)より､東京23区を対象に､常住人口100人

当りの昼間人口 (昼夜間人口比)が最も低い都内4区 (世田谷区､中野

区､杉並区､練馬区)を勲成した住宅区として選定し (いわゆるベッドタ

ウに近い形態で､住宅地型と言える)､それぞれの区について､商業統計

表 (昭和60年)及び事業所統計 (昭和56年)を基に､事業所数 (施設数)

を調べ､1事業所 (施設)当りの夜間人口を集計した (表llI-14､表】J1

-15)0

表Il【-14 住宅4区の人口､世帯数､平均世帯人員

世田谷区 中 野 区 杉 並 区 練 馬 区

夜 間 人 口(人) 760.998 327,219 516,201 553.077778,583 323,538 519.145 575,347

世 帯 数(世帯) 317,019 145.649 225,991 204,526339.540 150,384 235,275 219,906

世帯平均人員(人′世帯) 2.40 2.24 2.28 2.70

資料 ;住民基本台帳 (上段 :昭和56年3月未/下段 ;昭和60年3月未)



表111-15 1事業所当り平均世帯数

世田谷区 中野区 杉並区 練馬区

1.洋服小売業 1,503 934 1.307 1,538

2.婦人.子供服小売業 634 629 654 901

3.その他の織物.衣服.身回品小売業 1,287 977 1,110 1,593

4.酒.調味料小売業 965 827 942 748

5.食肉小売業 1,120 1,023 948 797

6.鮮魚小売業 1,537 1.617 1.558 1,419

7.野菜.果実小売業 786 646 650 660

8.菓子.バン小売業 431 370 409 346

9.米穀禁小売業 1,426 1,139 1,182 1,271

10.食堂.レストラン 207% 167手 185幸 20g*

ll.そば.うどん店 1,101* 832暮 937* 746*

12.すし屋 852% 625幸 751幸 686号

13.契茶店 413号 281% 356% 477%

14.自動車小売業 1,523 3.342 2,263 1,746

15.自転卑小売業(自動二輪車含) 2.310 2.244 2,307 1,732

16.家具.建具.畳小売業 1,358 1,263 1.085 1,242

17.家庭用機械器具小売業 892 869 875 687

18.花.植木小売業 1.742* 1.892* i,662* 1,663*

19.医薬品.化粧品小売業 717 607 601 606

20.燃料小売業 1.162 1,749 1,435 990

21.書籍.文房具小売業 687 635 587 598

22.スポーツ.玩具.娯楽用品小売業 1,489 1,583 1,376 1,366

23.写真機.写真材料小売業 2.829 2.089 2,477 2.682

24.時計.眼鏡.光学機械 3,329 2.506 2,557 2,682

25.不動産代輝業.仲介業 749* 479% 484‡ 545%

26.普通洗たく業 409* 316幸 401% 344幸

27.理容業 638‡ 504幸 609% 490%

28.美容業 395% 304* 358* 339*

29.写真業 2,086* 1,995% 2,132* 2,494%

30.土木建築.サービス業 2,202% 743暮 1.046% 1,573*

31.個人教授所 517‡ 334* 307% 255%

32.病院 10,932乎 10.404* 9,416% 8,18rF

33.一般診療所 476* 410J.. 463幸 556‡

注1:):く印の1事業所当り平均世帯数は､事業所統計(56年)

と住民基本台帳(56年)から井出｡

注2:無印の1事業所当り平均世帯数は､商業統計(60年)

と住民基本台帳(60年)から算出｡
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3.港北ニュータウンにおける土地利用の一般的可能性

本筋では､前節で明らかにした一般的に立地可能と考えられる施設について

港北ニュータウンにおける立地可能性とそのための条件を検討する｡特に､セ

ンター地区については､別項を設け検討を加える｡

(1)港北ニュータウンにおける施設立地の将来的可能性

(i)検討対象とした地区 (3団地及び都内4区)の位置付け

港北ニュータウンは､横浜市北部の幅都心と位置付けられる広大なタ

ウンセンターが計画されており､将来的には r集客型』の団地となるこ

とが予想されるが､当面は､タウンセンターはおろか､各層尺前センター

も十分に機能しえない熊成過程にある｡

滝北ニュータウンにおける住戸数は､昭和62年2月現在､建設中の

建物も含め約3900戸 (本研究所調べ､現地調査による)であるが､ビル

ドアップの進んでいる地区は､一部集中している箇所も見受けられるも

のの､全体的には施行地区の広範問に渡り周辺部に散在しているoちな

みに､計画人口の約7%がはりついている状態である｡

この様な港北ニュータウンの現状を考慮し､調査5回地のうち 『自立

型JIに分類される2団地 (東寺山､鴨志田)及び F集客型JIときれた1

団地 (港南台)､並びに､都内4区 (世田谷区､中野区､杉並区､練馬

区)をここでの比較対象とする｡

比較対象とする各々の地区は､轄北ニュータウンとの関係において､

次のように位置付けられる｡

地 区 位 置 付 け 世 帯 数

1.自立型2団地 現況の港北ニュータウンの世帯数は約3900 絵世帯数 3,286

東寺山 世帯あるものの､周辺部に散在しており､ 平均世帯数 1,645

鴨志田 地下鉄も開通していないことから､自立型

の2団地を当面参考とすることができる○

2.集客型1団地 商業近代化地域計画報告書から類推すると 総世帯数 6,141

(港南台) 昭和70年の駅前センター地区の背後人口は

約12,000人､世帯数は約4.000世帯と考えら

れるo港南台は駅前センターを備えた 『集

書聖』の団地として将来的に参考となる○

3.都 内 4 区世田谷区中 野 区杉 並 区l 練 馬 区 熟成した住宅地区の標準的な例 絵世帯数 945,105平均世帯数 236,276
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(ii)検討対象とする施設

類似団地における土地利用の一般的可能性の項 (11ト1.1.(3).p 参

照)で検討した様に､調査5団地において共通性が高く､一定の背後人

口があれば一般的に立地可能と考えられる商業系施設を基本に検討す

る｡但し､大型小売店舗 (特に､スーパーマーケット)については､施

設数より売場面積で論じる方が妥当であり､また､近年大型店舗は大企

業による店舗展開が大部分であるため､一般的な地権者が検討対象とす

る施設に該当せず､対象施設から除外した｡

また､銀行 ･信用金庫及び工務店 ･設備工事についても対象から除外

した｡

(iii)世帯数からみた施設立地の可能性

上記商業系の施設について､各 1施設が成立可能な世帯数の範囲と､

港北ニュータウンの現状において､成立可能な施設数を整理した｡

また､各施設について､現況の施設数に加えて､もう1軒施設が増加

し得る可能性の範囲も参考に示した (図ITI-9)O

図は､施設数と世帯数との関係を表すが､各 1施設が成立可能な世帯

数の範囲を計算するとき､施設のなかには生鮮食料品等の棟に､人口を

基準に検討した方が適切なものがある.一方､平均的な世帯人員は東寺

山､鴨志田の2地区では3.8(人/世帯)程度であるのに対し､都内4区で

は2.3-2.4(人/世帯)となり､この差は無視できるものではない｡そこで

人口を基準に比較する方が適切な施設については､都内4区のデータを

郊外型住宅地のデータに変換するために平均世帯人員を3.8(人/世帯)で

換算して､比較が可能となる様に修正した｡

○人口を基準に検討する施設･-･-･･-･ コンビニエンス ･ストアー

生鮮食料品

バン ･菓子

食堂 ･レストラン

喫茶

薬局 ･化粧品

書籍 ･文具

理容 ･美容院

学習塾

その他の施設については､都内4区のデータが郊外型住宅地において

もそのまま利用することができると考えられる｡
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なお､図11ト 9に関して､若干のコメントを加えてわく.

a)トーう で示きれる範囲が広い程､その施設の立地条件は､当該地

区の世帯数以外の条件､例えば周辺部の人口 ･世帯数､地理的条

件､地区の交通上の位置付け､住民意識 ･年齢構成などの複合的

な説明要因で考察することが要求される施設である｡

b)生鮮食料品､バン ･菓子等を扱う施設は､スーパー ･コンビニエ

ンスストアーとの直接的な競合関係にあるため､その立地の選定､

品揃え･品質による差別化､サービスの充実､建築計画､色彩計

画､照明やショーケースの工夫等､経営手法を十分に検討する必

要があろう｡また専門家あるいはコンサルティング会社等に相談

するのも有効な手段である｡

C)港北ニュータウンにおいて､現況の施設数が一般的に成立可能な

施設数を上まわる施設を以下に示すO

契 茶 店 現況は5施設で一般的成立可能数は4施設と､現況が

1施設上回っているoこれは食堂 .レストランの施設

数が4施設も不足していることから､契茶店が昼食時

には軽食または食堂としての役割を担っているためと

考えられる○

電 器 店 現況が2施設上回っているo共用開始された地区では

建設中の住宅をはじめ､アパート.マンション等が多

く見うけちれ､熟成した住宅地よりも電気機器 .器具

における需要が高いため成立し得ているものと判断き

れるo

ガソリンスタンドl 滝北ニュータウン内には現在､新横浜 .元石川線､大

鰭 .東山田繰､横浜 .上麻生緑など他団地より高密度

タウンが造成中の部分が多く､工事関係の草が通行し

ていることも成立し得る要因と考えられる｡

学 習 塾 他地区の学習塾は住宅地図で判断する限り､センター

地区に存する進学塾の類もみうけられ､現状において

港北ニュータウンの様な住宅の一部を使った塾とは規

模的に違いがあるため､一概に成立過多とは言えない｡
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棄寺山 ･鴨志田での1事業所当り

成立可能な世帯の範囲
一一一-■~_小一J

( 港南台での1事業所当り

tt､ 成立可能な世帯の範囲 /･/

㌔

-て 完 去､3軒｡が成立可能な

世帯の範囲を示す

港北ニュータウンで参考となる

＼. 1事業所当り成立可能な_#_誓 ン ノ
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図llt-9 港北ニュータウンにおける施設立地と世帯数の関係
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(2)センター地区における土地利用の可能性

潅北ニュータウンは3つの段階からなるセンターを計画している0

①タウンセンター ･--･･ ニュータウン全体の中心及び横浜市の副

#Jbの一つとしての位置付け｡

⑳駅前センター - - 地下鉄4駅に計画きれた､各駅勢圏に対

応する｡

③近隣センタ一 ･･･ ･･ 各駅勢圏から外れた地区で各住区に対応

する｡

タウンセンタ-は､他の駅前センター及び近隣センターとは性格が大き

く異なるため､本調査の対象外とした｡

駅前センターは､その商業地の性格として､駅前機能に小都市的機能を

持っ商業ゾーンを形成するものと判断される｡中規模の量販店を商業核と

する日常の生活ニーズに対応する郊外型のショッピングセンター的性格を

持っことになろう｡一方､住区サービスを担う小規模の生活センターであ

る近隣センターは､日常生活に密着した日常買物型の商業ゾーンとして位

置付けられ､小規模なスーパー等を商業核として形成きれよう｡

ここで､センター地区の商業機能をより明確に現わす､港南台センター

地区について､土地利用の特性を検討するo

港南台センター地区には､中型店練が3店舗 (相鉄ローズ､高島屋､ダ

イエー)集中している｡その集客力に随伴して､各種の専門店や同種の業

種が集約きれた､客の回遊性が高い地区を形成している｡団地全体に対す

るセンター地区 (この場合用途地域が近隣商業地域の地区をセンター地区

とする)の割合をみると､小売業に関して､前述した様に買回り品のシェ

アが当然高くなっている (図11ト 10)a

高いシェアを示すのはバン ･菓子､衣類 ･身辺小物類で6割以上の値と

なっているoまた､先にセンター地区を近隣商業地域と定義したが､繕南

台の場合､近隣商業地域に接する他の用途地域でも､商業機能が達担して

いることを考慮して､その他の地区も含めれば､それらの大半が集中して

いると判断きれる｡

図ⅠⅠト 10 センター地区への施設集中割合

シェア
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バン･菓子店
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電器店

カメラ･メガネ
･時計店
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港北ニュ-タウンにおいて､副都心としての機能を持っタウンセンター

のビルドアップが進めば､駅前及び近隣センターの商圏に変化が生じ､タ

ウンセンターの商圏が他の商圏を侵食することは容易に推測きれるOその

ような厳しい状況下にある駅前及び近隣センター地区においては､先の港

南台の事例はかなり割引いてみる必要があり､個々の地権者のビルドアッ

プでは対抗しえない部分が生じてこようO

その対抗策として､全体的には､商店街組合の結束の強化､駅前広場を

含めた導線計画､地権者の土地利用意向調査に基づく業種配置上の調整､

駐早場 ･駐輪場対策への商店街組合としての検討､建築デザインの統一､

ストリートファニチャー､緑化及びその監理など､地権者の立場に立った

綿密な調査及び計画が必要である｡一方､個別には､客を誘導する様な建

築デザインの工夫､客の導線を考慮した配置計画､内部では商品の陳列方

法の工夫､照明や色彩のコーディネートなど､また共同事業化による経営

力の向上など経営手法の検討が要求される｡
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lll-2 有効活用事例の検討

名古屋市においては､従来から区画整理が ｢まちづくり｣と同義語と解され

てきたほど区画整理の歴史が古く､現在に至るまで､市街地の整備に大きく貢

献してきた地域である｡

昭和30年から同61年3月現在までに設立された区画整理組合は164組

合､その施行面積は7,474ha(旧法から引き継がれた事業を含む)で､明治から

耕地整理等を加えると16,432haとなり､市域面積(32,600ha)の半分を占めるに

いたっている｡

そこで本調査では､名古屋市及びその周辺地位域に位置する3地区 (高蔵

寺､藤森東部､平針)を取り上げ､視察した結果を以下にまとめる｡

図 mⅠ一11 対象地区の位置

｣
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(1)高蔵寺ニュータウン

高蔵寺ニュータウンは名古屋市の北東約17ktb､春日井市域の東部丘陵地の一

角に位置している｡また､近傍を一般国道19号線及び155号線が通過しており､

南北約4km､東西4kmの区域である｡区域の南端にはJR中央緑高蔵寺駅があ

り､地区は駅までバスでおおよそ10分以内の範囲に入る｡中央線によって名古

屋と結び､鉄道乗車時間は30分で､通勤の時間距離は名古屋都心から1時間圏

に位置する｡

施行区域は約702ha､計画人口81,000人､住宅戸数20,600戸(人口密度115人
/ha)が計画され､昭和43年の藤山台団地入居開始以来18年あまりで､人口51,

000人が移 り住んでいる(人口定着率63%)0

く事業の経緯〉

○昭和35年11月 公団施行地区決定

○昭和38年 8月 土地区画整理事業施行区域決定

○昭和41年 2月 土地区画整理事業計画認可

○昭和56年 5月 土地区画整理事業換地処分

く減歩率〉

公共用地減歩率 保留地減歩率 合算減歩率

高蔵寺ニュータウンには､サブセンター的なものはなく､大きなセンターが

一つあるだけで､各種施設を集中させたワンセンターシステム (センター地区

用地として約18ha)が採り入れられた｡

センター地区の開発 ･経営方針については､高蔵寺ニュータウン開発促進連

絡協議会内に中心地区経営辞事会を設置し､当幹事会において調査研究を行い

つつ､審議が重ねられた｡その結果､昭和48年7月には､第三セクター方式に

よるF高蔵寺ニュータウンセンター開発株式会社』が設立きれた｡第三セクター

としての基本的な考え方を踏まえ､ショッピング施設のほかに､文化教室や多

目的ホールとうの文化施設や室内プール､アスレチック等の体育施設を含む新

しいコミュニティセンターを段階的に建設して行 く計画をとりまとめ､昭和51

年10月に 『サンマルシェ』として開業した｡
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く開業までの経過〉

事 項

会社設立

第 1期施設用地購入

キーテナント決まる

(ユニー株式会社)

専門店ほかテナン ト募集開始

大店法による開業届出

テナン ト大部分決まる

第 1期施設の愛称募集

｢サンマルシェ｣と決定

サンマルシェ開業

中日文化センター及びサンマルシェ

スポーツクラブ､プール開業

出典 :日本住宅公団中部支社

｢高蔵寺ニュータウンー20年の記録-｣(昭和56年8月)

く施設の整備計画〉

名 称 サンマルシェ

所 在 地

着 工

竣 工

絵工事費

敷地面積

建築面積

延床面積

入店巻数

駐 車 場

く建物の概要〉

春日井市中央台2-5

昭和50年 10月

昭和51年 10月

4,228百万円

38,194.82rd

8,594.79m'

21,071.lord

57店 (S56.7現在)

駐車台数 880台

面 積 29,500m'

1号館 2号館 体育施設

所 在 地 中央台2-5 同2-1-2 同2-1-3

敷地面積 14,194.79rnl 24.000.03m'(含駐車場) 10,783.48m'

建築面積 7,554.73mL 1,040.06m' 160.32m'

延床面積 19,671.94m' 1,399.16m) 263.25ml

構 造 RC造 B2.4F S造 2F テニスコー ト等

(症)体育施設は第 1期事業整備計画には含まれていない｡
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く1号館のテナント構成〉

店

店

店

販

販

食

量

物

飲

サービス店

文 化 施 設

業 務 施 設

レジャー店

合 計 5

店 9,009m'

店 2,129m'

店 851mL

店 103rJ

店 586mB

店 1,301mI

店 484m2

店 14,463m'

く売上高及び人口の推移〉

サンマルシェ売上高の推移

(注)昭和52年度の売上高を100とした

各年度の指数を表す｡ただし､51

年度については約5ケ月間の売上

高である｡

人口の推移

(単位 :人)
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く契約テナント数の推移〉

い ∴ リ 52.353.35Ll.355.356.3

1号Fl? 血 脈 1 1 1 1 I 1 1

30 29 28 26 28 29 29

飲 食 14 13 1′1 日 l4 トl Ⅰ3

サービス. 6 6 6 6 6 6 6

6 6 6 6 6 6 6

汁 57 55 55 53 55 56 55

2号陀 飲 食 1 1 I 1 i 1 1プ ー ル I 1 I i 1 1 1

汁 2 2 2 2 2 2 2

テニスコー ト (ll - 1

A 計 599) 57 57F55 57 58 58

〈体育施設の利用状況〉

①NASスイムスクール (単位 :人)

②NASテニスクラブ

開業時55.9 56.3 56.8 現在62.4

メ ン バ 一 致 81 141 182 200

スクール受講者数 373 355 466 600

.
i
i

i
i
i

i

l

(症)昭和61年10月 2号館を増築｡アスレチック

クラブ(現在500人の会員)と会員制の室内プ

ールを開校｡

また､民有地においては､駅前のバスターミナルに近接する地区で､地権者

による1階に店舗をもつゲタバキ住宅が建設きれたのが1事例 と､暫定利用 と

しての駐車場経営が多くみられたD
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(2)名古屋市藤森東部地区 (当時組合長 :柴田正司氏のヒアリングを基に編集)

当該藤森東部土地区画整理組合施行地区は､名古屋市の東部､名東区の北東

端に位置し､市の中心から約10KzDの地点で､東は長久手町､北は守山区境､西

と南は藤森西部土地区画整理組合施行地区と藤森南部組合施行地区に囲まれた

区域である｡地区の中央には､地下鉄東山線終点の藤ケ丘駅を有している｡

施行面積は約86ha､計画人口は8.600人 (人口密度100人/ha)が計画された｡

試行前の本地区は､約3分のZが田と畑であり残りは丘陵地であった｡主な道

路は県道岩作名古屋緑 (幅員8m)､松本鳴海緑 (幅員5m)が地区の中央を

南北に横断している他は､郷中､山林及び山の谷間を幅員 1-2m内外の道路

がそれぞれ遭っている程度であった｡

本地区で区画整理が実施きれた要因は､第1に当時約3分のZが農地であっ

たが､地質が農業に適していなかったこと､第2に昭和37年当時は世代の交代

期であり､農業後継者が減少してきたこと､第3に東名高速道路の当初計画が

本地区の東部を通ることになっていたため､その用地の確保を地区全体で負担

することで地元の了解が得られたことが主たるものであった｡

く事業の経緯〉

○昭和41年3月 土地区画整理組合設立の認可

○昭和45年7月 土地区画整理事業換地処分

○昭和45年12月 ′′ 組合解散認可

く減歩率〉

公共用地減歩率 保留地減歩率 合算減歩率

東名高速道路の計画は､当該地区と名古屋市都心部との市街地の達担が分断

すると判断され､市街地の発展を促すためには､是非とも地下鉄の誘致が要求

きれた｡

本組合では､地下鉄誘致のため､地下鉄敷地､駅前広場用地､車庫用地を寄

付する計画をたて､これに伴う減歩緩和策として､地価の高い駅前に保留地を

集合させ処分した｡従って地元の同意を得るため､組合長をはじめ役員の方の

粘り強い説得があり､市街化の促進と換地の公平さを期すことで理解を得られ

た｡その結果､組合設立から解散まで4年半と異例の早きで事業が推進した｡

これは､名古屋の土地区画整理事業中､驚異的な事例として､評価されるとと

もに組合長及び役員の努力が高く評価されるものである｡

また､駅前に住宅公団藤ケ丘市街地住宅を誘致し､それに伴 う商店街の整

備､藤ケ丘小学校開校への協力､藤森中学校､藤ケ丘保育園用地の確保､事業

途中での下水道布穀等､優良な住宅地を目指して事業を推進した｡これらの努

力により､現在の本地区は､名古屋の東玄関口として加速度的な発展を遂げて

いる0
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(3)名古屋市平針地区

当該平針地区組合施行地区は､名古屋市の東南部､天白区の東部に位置し､

市の中心部より約10Kmの距離にあり､北は天白川､北東部は日進町､西は平針

原組合に接し､南部を地下鉄鶴舞線が東西に走っている区域 (施行面積は約54

ha)である｡

施行前の本地区は､西北へなだらかに傾斜した平坦地であり､大部分は農地

であった｡道路は､地区南部を都市計画道路飯田線が東西に､東部を国道153

号緑､県道岩崎天白名古屋線が南北にそれぞれ通っている他は､農耕地に平均

幅員 1･～2.5mの農道がある程度であった｡

当平針地区は東部豊田市方面より市中心部への交通の要所にあり､旧集落は

古くから国道153号緑に沿って発展してきたOその国道153号線は､我国の経済

成長に伴い昭和40年前後には渋滞が顕著となり､平針地区としても地区発展の

ためには渋滞の解消を図る必要に迫 られていたO他方､周辺には区画整坪事業

施行の波がおしよせていたこともあり区画整理により153号緑のバイパスを作

り､渋滞の解消を図ろうという意図のもとに､昭和45年10月に組合が発足きれ

るに至ったO

く事業の経緯〉

○昭和45年10月 土地区画整理組合設立認可

○昭和61年8月 ′′ 事業換地処分

○昭和62年3月 ′′ 組合解散認可

く減歩率〉

公共用地減歩率 保留地減歩率 合算減歩率

本組合は､地区内を走る地下鉄鶴舞線の建設に際し､一旦は高架構造で決定

されたものを､地区の将来を考え陳情のため東奔西走し､組合の対応策 として

地下鉄バスターミナル､自転車置場用地の無償提供をうち出すなどして､地下

構造変更に努力した｡また､地区内にあった400基ほどの墓を関係者に対する

粘 り強い説得のうえ､地区外の寺の境内に移転きせる等､積極的な環境整備を

推進すると同時に､小学校用地の確保､公的住宅の誘致等市街化の促進も図っ

ている｡
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藤森東部地区及び平地区について､施設立地状況を以下に示す｡

表IIr-16 用途別施設数 (大分類)

l住宅 (戸) l655 l 1 3 2 I
店舗併用住宅 17 4

店舗 97 104

集合住宅系(アパー ト等) 211 73

事務所系 20 26

駐早場 122 57

(症)2地区とも住宅地固 く昭和61年8月発行)に

基づいて各施設の棟数をカウントしたO
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沿道型施設の立地状況を以下に示す｡

表Hト 17 業種別施設数 (沿道型その1)

ll｣ コンビニエンスストア l 2 ■ 1 '

生鮮食料品店 5 0

バン.菓子店 2 1

酒 .飲料水店 1 0

その他食料品店 4 1

薬局 .化粧品店 8 3

書籍 .文具店 4 3

衣類 .身辺小物類店 18 ll

電器店 5 3

カメラ .メガネ .時計店 ~1 0

園芸 .造園業 3 2

新聞販売店 1 0

ガソリンスタンド 4 2

専用品販売店 0 2

自動車販売店 1 3

バイク .自転車店 3 1

ディスカウント.DⅠY 0 0

その他小売店 _40 20

小 計 102 53

I 食堂 .レストラン 4 3

ファミリーレストラン 0 0

喫茶店 17 12

バー .酒場 18 6

ファーストフード店 1 4

その他飲食店 14 2

(症)沿道型とは､両側に歩道を持っ道路に接して立地している施

設数を先の住宅地図よりカウントした｡

=

~

⊇

.
=

=

一
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表111-18 業種別施設数 (沿道型その2)

巨早のIl理答 .美苓院 l 14 l 2 i

クリーニング店 5 0

レコー ド.ビデオ.辛レンタル店 2 1

パチンコ .麻雀 2 2

学習塾 5 0

カルチャーセンター 5 3

スポーツ施設 0 2

その他サービス業 40 20

工務店 .設備工事店 5 2

不動産業 3 6

l駐革場 l 77 l 25 t

その他 26 27

小 計 194 95

l ;総 合 病 院 l o 】 1 l
小児科 .内科 2 0

l外科 0 0

歯科 4 0

産婦人科 0 0

その他 5 2

小 計 11ヰ 3

(症)藤森東部の用途別施設数 (大分数)の医療施設は6棟､沿道

型施設数は11施設 とくいちがいがあるがそれは､大分類にお

いては､棟数をカウントしているため､ゲタバキ住宅などの

中にある医療施設がカウントきれていないためである｡

-66-


	表紙
	はじめに
	目次
	第Ⅰ編　港北ニュータウンの概要
	第Ⅱ編　過去における調査・研究成果の整理と今後の課題
	Ⅱ-１．土地の有効活用に関する基本的考え方の整理
	１．土地利用の類型と検討すべき土地利用
	２．民有地のビルドアップが進まない理由とその対策
	３．土地利用の流れと負担軽減システム

	Ⅱ-２．過去における調査・研究成果の整理 
	１．調査・研究成果の分類
	２．調査・研究成果の整理

	Ⅱ-３．今後の調査・研究課題の整理と作業スケジュール
	１．今後の調査・研究課題の整理
	２．今後の作業スケジュール


	第Ⅲ編　土地利用の一般的可能性と有効活用事例の検討
	Ⅲ-１．土地利用の一般的可能性
	１．類似団地における土地利用の検討
	(1)類似団地の選定と概要
	(2)対象団地の施設立地状況と特性
	(3)類似団地にみる土地利用の一般的可能性
	(4)センター地区における土地利用の一般的可能性

	２．既存資料からみた土地利用の検討
	(1)過去の調査・文献
	(2)統計資料

	３．港北ニュータウンにおける土地利用の一般的可能性
	(1)港北ニュータウンにおける施設立地の将来的可能性
	(2)センター地区における土地利用の可能性


	Ⅲ-２．有効活用事例の検討
	１．高蔵寺ニュータウン
	２．名古屋市藤森地区
	３．名古屋市平針地区




